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参加者の有無を確認する公募手続に係る参加意思確認書の提出を求める公示 

 

令和３年６月１８日 

北陸地方整備局 

信濃川河川事務所長 今井 誠 

 

次のとおり、参加意思確認書の提出を招請します。 

 

１ 当該招請の主旨 

令和３年度大河津管内昇降設備維持修繕工事（以下「本工事」という。）は、北陸地方整備局信濃川

河川事務所が管理する信濃川大河津防災センター外３ケ所に設置されている４基の昇降設備（以下「当

該設備」という。）の機能を保持する目的で施工するものであり、参加者の有無を確認する公募手続き

を試行するものである。 

本工事の施工にあたっては、当該設備の一部の機器を修繕する場合であっても当該設備全体の構造

及び機能を熟知していることが必要である。また、本工事の施工中に新たな不具合が確認された場合

には、不具合が当該設備全体に及ぼす影響の評価、原因の究明、対策の検討及び実施を発注者が指示

する場合がある。 

よって、当該設備が、新設時に施工した者のノウハウにより開発・設計・製作・据付したものであ

ることを踏まえ、新設時に施工した者（以下「特定法人等」という。）以外に下記の参加資格を満たし、

本工事の契約を希望する者の有無を確認することを目的として、特定法人等を含め参加意思確認書の

提出を招請するものである。 

公募の結果、参加資格を満たすと認められる者が特定法人等１者であった場合には、特定法人等と

契約手続を行う予定である。 

また、応募要件を満たすと認められる者が特定法人等を含め複数者となった場合には、改めて、一

般競争入札（総合評価落札方式）により契約手続きを行う予定である。 

 

２ 工事概要 

(1) 工事名  令和３年度大河津管内昇降設備維持修繕工事 

(2) 工事場所 新潟県燕市五千石地先外３ヶ所 

(3) 工事内容 信濃川大河津防災センター外３ケ所に設置されている４基の昇降設備の機能保持を目

的とした修繕等。詳細は「工事説明書」による。 

(4)  工期     契約締結の翌日から令和４年２月２８日（月）まで（予定） 

 

３ 参加資格 

(1) 予算決算及び会計令（以下、「予決令」という。）第70条及び第71条の規定に該当しない者であ

ること。 
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(2) 北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）における令和３・４年度一般競争参

加資格者で機械設備工事の認定を受けていること（会社更生法（平成14年法律第154号）に基づ

き更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再

生手続開始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後、北陸地方整備局長が別に定

める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること。）。 

(3) 建設業法に基づく「機械器具設置工事業」の許可を受けていること。 

(4) 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開

始の申立てがなされている者（上記(2)の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

(5) 経常建設共同企業体にあっては、全ての構成員が、上記(3)の要件を満たしていること。 

(6) 平成１８年度以降に元請けとして完成した工事で、工事説明書に定める要件を満たす工事の施工

実績を有すること。 

(7) 国土交通省地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）発注の平成30年度・令和元年

度に完成した機械設備工事の工事成績評定点で６０点未満を２件以上有しないものであること。 

(8) 建設共同企業体の実績をもって単体として応募する場合は、出資比率が２０％以上のものに限る。

また、異工種建設工事共同企業体としての実績は、協定書の分担工事の実績のみ同種工事の実績と

して認める。 

(9) 単体の実績をもって経常建設共同企業体で応募する場合は、出資比率が２０％以上のものに限る。 

(10) 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を本工事に配置できること。 

ただし、配置予定の主任（監理）技術者は、現場施工期間中に専任又は建設業法第２６条第３項

ただし書の規定の運用を受ける監理技術者（以下、「特例監理技術者」という。）を配置できること。 

また、配置予定の主任（監理）技術者は、工場製作期間と現場施工期間において同一の技術者で

なくてもよいが、同一の技術者でない場合は、それぞれの技術者が基準を満たすこと。ただし、工

場製作期間の技術者は、下記②の施工経験は必要としない。 

なお、本工事における現場施工期間は、令和３年１２月から令和４年２月を予定している。 

1) 工事説明書に定める資格又は実務経験を有すること。 

2) 平成１８年度以降に元請けとして完成した工事説明書に定める要件を満たす工事の施工経験を

有すること。 

3) 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者であること。 

4)  前記1)の資格及び2)の施工経験を有する専任指導者を配置する場合は、配置予定の主任（監

理）技術者は工事説明書に定める施工経験を有すること。 

5)  本工事は、建設業法第２６条第３項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者（以下、「特 

例監理技術者」という。）の配置を認める工事である。 

(11) 本公示日から開札の時又は見積合わせの時までの期間に、北陸地方整備局長から工事請負契約

に係る指名停止等の措置要領（昭和５９年３月２９日付け建設省厚第９１号）に基づく指名停止の

措置を受けていないこと。 
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(12) 参加意思確認書を提出しようとする者との間に、資本関係又は人的関係がないこと。詳細は工

事説明書による。 

(13) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとして、国土交通

省発注の公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

(14) 過去に調査基準価格を下回った価格をもって契約し、工事成績評定が６０点未満の工事成績評

定通知書を通知された者は、その通知日から下記４(3)1)の参加意思確認書の提出期限日までの期

間が１年を経過していること。（建設共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が２０％以上

のものを対象とする。） 

(15) 工事説明書等（文書類、数量総括表、図面、応募様式等）の交付を直接受けた者であること。 

 

４ 応募手続等 

(1) 担当部局 

〒940-0098 新潟県長岡市信濃１丁目５番３０号 

北陸地方整備局 信濃川河川事務所 経理課 建設専門官 

電話 0258-32-3021（経理課直通） 

(2) 工事説明書等の交付期間 

工事説明書等の交付を希望する場合は、下記 1)に電話又は電送により申し込むこと。ただし、

電送による場合は着信確認を行うこと。 

1) 交付場所：北陸地方整備局 信濃川河川事務所 経理課 建設専門官 

〒940-0098 新潟県長岡市信濃１丁目５番３０号 

電話 0258-32-3021（経理課直通） ＦＡＸ 0258-39-6254 

2) 交付期間：令和３年６月１８日（金）から令和３年７月５日（月）までの土曜日、日曜日を除

く毎日、９時００分から１７時００分まで。 

3) 交付方法：上記2)の期間内に必着で、切手を貼付した返信用封筒及びＣＤ等を同封し、上記1)

へ郵送又は託送すること。ＣＤ等に複製したものを折り返し託送する（窓口交付は

行わない。）。 

(3) 参加意思確認書の作成及び提出方法 

参加意思確認書は、工事説明書に示す様式及び留意事項に基づき作成し、次の受付期間内に必着

で、受付場所に１部郵送（書留郵便等）又は託送（書留郵便と同等のもの）するものとする。 

1) 受付期間：令和３年６月２１日（月）から令和３年７月６日（火）までの土曜日、日曜日を除

く毎日、９時００分から１７時００分まで。 

2) 受付場所：北陸地方整備局 信濃川河川事務所 経理課 建設専門官 

〒940-0098 新潟県長岡市信濃１丁目５番３０号 

電話 0258-32-3021（経理課直通） 

 

５ その他 
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(1) 参加者の有無を確認する公募手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限

る。 

(2) 配置予定監理技術者等の確認 

落札者決定後又は見積書の決定後、CORINS 等により配置予定の監理技術者等の専任制違反又は

特例監理技術者の要件違反の事実が確認された場合は、契約を結ばないことがある。 

(3) 関連情報を入手するための照会窓口 上記４(1)に同じ。 

(4) 詳細は工事説明書による。 

以上 


